
☆***********************************************************************☆ 

 

         ニッセイメール配信サービス（メルマガ） 

 

    【メルマガ内容】 

 

        ＤＢ基金（ ）  ＤＢ規約（ ）  ＤＣ  （ ） 

        厚年基金（ ）  会計基準（ ）  その他 （○） 

 

        【タイトル】「新経済・財政再生計画 改革工程表２０１８」の決定について 

 

☆***********************************************************************☆ 

平素より当社社業につき格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。 

 

政府は、２０１８年１２月２０日、経済財政諮問会議にて、「新経済・財政再生計画 改

革工程表２０１８」（※１）を決定しましたので、ご案内いたします。 

 

「新経済・財政再生計画 改革工程表２０１８」は「「経済財政運営と改革の基本方針２

０１８（骨太の方針）」（※２）において定められた「新経済・財政再生計画」の改革事

項について、改革工程を具体化することで、その進捗管理、点検、評価を行い、翌年度

の骨太方針、予算さらにはＫＰＩ（重要業績評価指数、Key Performance Indicator）の

見直し等への反映を行うもの」とされています。 

 

（※１）「新経済・財政再生計画 改革工程表２０１８」（以下の内閣府のＨＰご参照） 

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/index.html 

 

 

（※２）2018_05_メルマガ 2018.06.19【ＤＢ・ＤＣ・厚年基金】高齢者雇用の促進や個

人型ＤＣの普及・充実等についての内容を盛り込む／骨太方針・成長戦略・規

制改革実施計画 

http://www.nenkin.nissay.co.jp/info/magazine/223_nenkin_magazine_201

80619.pdf 

 

 

 

社会保障分野においては、具体的な取組事項として、前回２０１５年に作成された同工

程表で挙げられた４４項目（うち年金関係が１項目）の他、新たに６１項目（うち年金

関係が２項目）が挙げられています。 

政府は、２０１９年度～２０２１年度を「基盤強化期間」と位置付け、社会保障制度に

関しては、「まずは１年かけて生涯現役時代に向けた雇用改革を断行。すべての世代が安

心できる社会保障制度へと３年間で改革」を実施するとされています。 

 

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/index.html
http://www.nenkin.nissay.co.jp/info/magazine/223_nenkin_magazine_20180619.pdf
http://www.nenkin.nissay.co.jp/info/magazine/223_nenkin_magazine_20180619.pdf


以下、社会保障分野で挙げられた全１０５項目のうち、年金制度に関する項目について、

ご案内いたします。 

 

 

（１）勤労者皆保険制度（被用者保険の更なる適用拡大）の実現を目指した検討 

   （改革工程表 ３７頁）  

     

【２０１９年度の実施内容】 

   短時間労働者に対する厚生年金保険及び健康保険の適用範囲について、２０１９

年９月末までに関係審議会等で検討し、その結果に基づき、法案提出も含めた必

要な措置を講ずる。 

 

（２）高齢者の勤労に中立的な公的年金制度を整備（改革工程表 ３７頁） 

 

【２０１９年度の実施内容】 

   高齢者雇用の動向や年金財政に与える影響等を踏まえつつ、年金受給開始時期、

就労による保険料拠出期間や在職老齢年金の在り方、その弾力的な運用の在り方

を含め、次期の財政検証に向けて、速やかに関係審議会等において検討を行い、

その結果に基づき、法案提出も含めた必要な措置を講ずる。 

 

（３）社会保障改革プログラム法等に基づく年金関係の検討（改革工程表 ７９頁） 

   

  ①マクロ経済スライドのあり方 

    

【２０１９年度の実施内容】 

    マクロ経済スライドの在り方について、その機能の発揮に向け、２０１６年改

正（「年金改革法」）の効果を含め、検証を行う。 

 

   ②高所得者の年金給付の在り方を含めた年金制度の所得再分配機能の在り方及び

公的年金等控除を含めた年金課税の在り方の見直し 

 

   【２０１９年度の実施内容】 

    高所得者の老齢基礎年金の支給停止、被用者保険の適用拡大の推進、標準報酬

の上下限の在り方の見直しなど年金制度内における再分配機能の強化に際し、

年金税制や他の社会保険制度の議論を総合的に勘案し、次期の財政検証に向け

て、速やかに関係審議会等において検討を行い、その結果に基づき、法案提出

も含めた必要な措置を講ずる。 

    個人所得課税について、総合的かつ一体的に税負担構造を見直す観点から、今

後、政府税制調査会において、論点を整理しつつ、議論。 

  

  

 



（１）～（３）の各項目については、これまでに社会保障審議会や、税制調査会（※３）

で議論が進められており、引続きこれらの会議等で、検討を行うとされています。 

 

（※３）2018_15_メルマガ 2018.11.07【その他】在職老齢年金制度や受給開始時期など

について議論／第６回年金部会 

http://www.nenkin.nissay.co.jp/info/magazine/233_nenkin_magazine_20181

107.pdf 

 

2018_14_メルマガ 2018.10.25②【その他】政府税制調査会、老後の資産形成に

ついて議論 

http://www.nenkin.nissay.co.jp/info/magazine/232_nenkin_magazine_20181

025.pdf 

 

 

 

 

～メルマガのバックナンバーを掲載しています～ 

http://www.nenkin.nissay.co.jp/info/report.htm 

 

バックナンバーでは、過去の年金ＮＥＷＳ・メルマガに加え、マーケット情報等 

（Ｄａｉｌｙ市場レポート、臨時市場レポート、第１特約運用状況）をご覧いた 

だくことができます。 

 

 ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 
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